
平成２５年１１月
国土交通省 中部地方整備局

東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議に関する取り組み

東日本大震災を踏まえ、中部の港湾において国、港湾管理者、地元市町村、
有識者、経済団体が連携した巨大災害に対する取り組みを検討・実施
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中部の港湾における地震・津波対策の進捗状況

伊勢湾の主要港湾の「地震・津波対策の基本方針」と「静岡県みなと地震津波対策施設等整備計画（案）」を
取りまとめた中部の港湾における地震・津波対策に関する基本方針の３つの柱に基づいて、平成25年10月
時点における対策の進捗状況をとりまとめました。

次ページ以降に、３つの柱の基本的な方針１０項目について、これまでの主要な取り組みの概要を整理し
ています。１

基本的な方針 主な取り組み状況 今後の取り組み

１．避難対策
の強化

２頁

避難誘導計画 • 堤外地における避難誘導計画の策定に向け
検討中（各港）

• 霞ヶ浦地区における避難誘導計画の策定
（四日市港）

• 新たな水門・陸閘等管理システムガイドラインの
地域展開（中部地方整備局）

• 「港湾の避難対策に関するガイドライン」の策定
（H25.9）（国土交通省）

• 堤外地における避難誘導計画の策定推進
（各港）

• 霞ヶ浦地区で策定した避難誘導計画の
四日市地区への展開（四日市港）

• 堤外地における避難誘導
計画の策定

• 港湾の労働者や利用者のた
めの避難施設の設置・指定

ＧＰＳ波浪計 • 伊勢湾口沖ＧＰＳ波浪計の試験運用開始（H25.8）
• 通信網等の強化実施（発電機増設、回線多重化）
• ＧＰＳ波浪計の観測情報の有効な提供方法につい
て検討委員会を設置し検討中
（以上、中部地方整備局）

• ＧＰＳ波浪計観測情報の効果的な提供
• 避難に係る情報提供システムの強化に
向けた検討
（以上、中部地方整備局）

• ＧＰＳ波浪計を活用した情報
提供システムの強化・
多重化

２．官民連携
した防護
のあり方

３～４頁

港湾機能継続計画
（港湾ＢＣＰ） • 港湾の航路啓開活動手順（指針（素案））の策定

（第四管区海上保安本部、中部地方整備局）
• 航路啓開「くまで」作戦の公表（中部地方整備局）
• 港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）作業部会の設置
• 港湾機能継続計画（案）＜緊急物資輸送活動編＞
の策定（以上、伊勢湾内の主要港湾）

• 静岡県の港湾における機能継続計画を検討中
(静岡県）

• 港湾機能継続計画（案）＜緊急物資輸送活
動編＞の拡充

• 港湾機能継続計画（案）＜幹線貨物輸送活
動編（仮称）＞の検討・作成
（以上、伊勢湾内の主要港湾）

• 「港湾防災対策協議会（仮称）」の設置・
運営により防災関連情報の周知等を行う
（名古屋港、四日市港）

• 静岡県の港湾における機能継続計画の
策定（静岡県内の港湾）

• 災害時の輸送ルート確立に
向けた航路啓開のための
調査、復旧体制の構築

• 緊急物資輸送にかかる
行動計画の策定

• 緊急物資以外の物流活動の
復旧方策の策定

基幹的広域防災拠点 • 名古屋港における基幹的広域防災拠点の整備候
補地として金城地区を選定

• 具体的な施設の整備方針の検討
（以上、名古屋港）

• 国の防災対策に関する計画への位置付け
• 名古屋港港湾計画への位置付け
（以上、名古屋港）

• 基幹的広域防災拠点の整備

広域連携
• 「緊急確保航路」の指定について手続き中
（伊勢湾）

• 南海トラフ巨大地震対策中部ブロック協議会広域
連携訓練の実施（H25.9）（名古屋港）

• 「大規模災害時の廃棄物処理に関する連絡会」の
設置（中部環境事務所等）

• 「緊急確保航路」の指定（伊勢湾）
• 伊勢湾港湾広域防災協議会（仮称）の設置
• 伊勢湾港湾機能継続計画検討会議（仮称）
の設置
（以上、伊勢湾）

• 災害廃棄物処理等の広域的な連携体制の
構築・フォローアップ（各港）

• 港湾相互の広域的なバック
アップ体制の構築

• 災害廃棄物の広域的な連携
体制の構築

３．耐震性・
耐津波性
能の向上

５～６頁

防波堤 • 防波堤の耐震性・耐津波性能の照査
（名古屋港、御前崎港、三河港 等）

• 防波堤の耐津波設計ガイドラインの公表
（国土交通省)

• 防波堤の耐震性・耐津波性能向上のため
の事業推進
（名古屋港、御前崎港、三河港 等）

• 耐震性・耐津波性能の向上

臨港道路
• 避難ルートとしても活用できる臨港道路（霞４号幹
線）を整備中（四日市港）

• 臨港道路（霞４号幹線）の整備推進
（四日市港）

• 緊急物資輸送ルート及び避
難ルートとしての活用

海岸保全施設

• 海岸保全施設の老朽化・液状化対策等を実施中
（各港）

• 海岸保全施設の老朽化・液状化対策等の
整備推進（各港）

• 海岸堤防等、防護ラインの
老朽化、液状化対策の推進

• 水門・陸閘等の改良・機能強
化の推進

耐震強化岸壁等

• 耐震強化岸壁を整備中（衣浦港、四日市港）
• 港湾における液状化相談窓口を開設
（名古屋港湾空港技術調査事務所）

• 耐震強化岸壁の整備推進
（衣浦港、四日市港 等）

• 耐震強化岸壁背後のふ頭用地の整備推進
（清水港）

• 港湾施設等の耐震性・耐津波性の点検・
評価（各港）

• 背後の荷捌き地や道路網等
と岸壁の耐震強化、液状化
対策等の一体的な推進

維持管理 • 港湾施設等の維持管理計画書の策定
• 維持管理計画書に基づく点検
（以上、各港）

• 老朽化に関する緊急点検等の実施
• 予防保全の考え方に立った維持管理推進
（以上、各港）

• 港湾施設等の的確な維持管
理の推進



中部の港湾における主な地震・津波対策の取り組み

１．避難対策の強化

○各港において堤外地等の避難誘導計画の策定に向けて検討を行っており、四日市港の霞ヶ浦地区に
おいて計画を策定しました。

○平成25年6月に伊勢湾口沖ＧＰＳ波浪計を設置し、8月より観測データをWeb（＊）上で一般公開しています。
○ＧＰＳ波浪計観測情報の有効活用方策として、中部地方整備局から港湾管理者・自治体等に対し て、
潮位偏差が一定の値を超えた場合にメールによりその旨の情報提供を行う予定です。
（＊）「リアルタイムナウファス」で公開中

・PC版：http://www.mlit.go.jp/kowan/nowphas/ ・携帯版：http://nowphas.mlit.go.jp/

四日市港（霞ヶ浦地区）の避難誘導計画

沖合波浪観測システムのイメージ

【凡例】

GPS波浪計
設置済み箇所

ネットワーク

観測センター

データ分析気象庁等
他機関へ
情報提供

中部地整

伊勢湾口沖
H25.６ 設置
H25.８ 観測データ

の一般向け
公開開始

リアルタイムで
データ収集

・港湾管理者
・自治体 等

・潮位偏差が一定の値を
超えた場合における
メール配信
（H２５年度内での対
応予定）

伊勢湾口沖GPS波浪計 ２

御前崎沖尾鷲沖

津波避難ビル

出典：四日市市防災情報 http://bousai2.city.yokkaichi.mie.jp/home/ 航空写真：国土地理院電子国土事務局「電子国土ポータル（オルソ画像）」
四日市港霞ヶ浦地区災害対策協議会（第５回）資料より



10km

三河港

津松阪港

中部国際空港

中部の港湾における主な地震・津波対策の取り組み

○伊勢湾・駿河湾における海上からの緊急物資輸送ルートを確保するための航路啓開行動計画を伊勢湾・
駿河湾「くまで」作戦と命名し、道路啓開「くしの歯」作戦をはじめとした各関係者と広域的な連携について
の検討を進めています。

２．官民連携した防護のあり方

伊勢湾・駿河湾における海上からの緊急物資輸送ルート「くまで」作戦
及び伊勢湾における緊急確保航路 イメージ

３

10km
凡 例

【海上からの「くまで」作戦】
第一次緊急輸送航路

第二次緊急輸送航路

公共耐震強化岸壁
（整備済、整備中）

公共岸壁（水深7.5m以上）

【道路啓開「くしの歯」作戦】
ＳＴＥＰ１：高速道路等の広域支援ルート
ＳＴＥＰ２：沿岸部（被災地）アクセスルート
ＳＴＥＰ３：沿岸沿いルート

伊勢湾

航路啓開
（海洋環境整備船「白龍」）

駿河湾

イメージ図

【伊勢湾における緊急確保航路】

開発保全航路（既存）

緊急確保航路※（案）
※非常災害時において、迅速な航路啓開を行うことを目
的として、国土交通大臣が所有者の承諾を得ることな
く漂流物の除去を行える航路として指定されるもの

※海交法上の航路(伊良湖水道航路)を含む
※現在指定に向け手続き中

名古屋港

四日市港

衣浦港



○港湾機能継続計画（港湾BCP）の検討体制を構築し、緊急物資輸送活動編の計画（案）を策定しました。

第二次

緊急物資輸送ルート内における各関係者の役割（案）

伊良湖水道航路
（中山水道航路）

伊勢湾（三河湾） 港湾区域 陸上交通臨港地区
第一次

関係者

役割

地震発災直後の連絡がとれない状態においても、各関係者が各担当区域において、
自主的に行動することが重要である。

（
耐
震
）岸
壁

道路管理者国（中部地方整備局、海上保安本部等） 港湾管理者、施設管理者等

・施設点検
・施設の使用可否判断・公表
・海上輸送路の確保

・施設点検
・施設の使用可否判断・公表
・海上輸送路の確保
・緊急物資受入及び輸送
・臨港道路等の通行機能の確保等

・道路の
通行機能
の確保等

○2013年5月24日の「東海・東南海・南海地震対策中部圏戦略会議」において、中部地域の基幹的広域防災
拠点候補として、名古屋港（金城地区）を選定しました。

小型船舶に積み替え、
河川・運河を活用し
た都市部への輸送

小型船舶に積み替え、
伊勢湾内他港への輸送

内陸への
陸上輸送

耐震強化岸壁（既設）

耐震強化岸壁（構想）

大型船舶による緊急物資や人員の大量輸送

名古屋港の基幹的防災拠点の役割

•耐震強化岸壁を活用した緊急支援物資
の集積・中継・分配機能

•建設重機や緊急車両等の集結拠点

•広域支援部隊（自衛隊、海上保安庁、
TEC-FORCE等）のベースキャンプ

名古屋港基幹的広域防災拠点候補地

臨港道路

耐震強化岸壁

緊急物資輸送訓練

被災状況調査訓練津波避難訓練

支援施設棟

緑地（オープンスペース）
※船舶により大量輸送された緊急
支援物資の中継・分配機能

平常時、訓練施設としての利用状況

ヘリコプター輸送訓練

伊勢湾岸自動車道
名港中央IC

４



○防災・減災のための港湾施設整備（防波堤、耐震強化岸壁、臨港道路、海岸保全施設 等）を鋭意推進しています。
○名古屋港、御前崎港、三河港の各防波堤について、耐津波性能を向上させる工事に着手しました。

【清水港 新興津地区国際海上コンテナターミナル】【名古屋港 外港地区防波堤】

耐震強化岸壁の整備

外港地区防波堤

防波堤の耐津波性能の向上

臨港道路整備によるリダンダンシー確保

【四日市港 霞４号幹線】

老朽化した海岸保全施設の改良

【津松阪港 津地区】

道路（霞４号幹線）

霞ヶ浦北ふ頭地区
国際海上コンテナターミナル
１B：H18.1供用

中部の港湾における主な地震・津波対策の取り組み

３．耐震性・耐津波性能の向上

「防波堤の耐津波設計ガイドライン」における粘り強い構造のあり方

５

防波堤の代表的な被災事例
（釜石港 湾口防波堤）

ケーソン

基礎マウンド

津波の力
抵抗力

【天端形状の工夫】

※津波の越流を制御することで

基礎マウンドに及ぼす影響
を弱めます

【被覆ブロックの設置】

※越流した津波による

基礎マウンドの洗掘
を防ぎます

【洗掘防止マットの敷設】

※越流した津波による基礎マウンドの
洗掘を防ぎます

【基礎マウンドの拡幅･嵩上げ】

※ケーソンの滑動を防ぎます

1B：H15.6供用

新興津地区国際海上コンテナターミナル

2B：H25.5供用



○四日市港の霞４号幹線の整備において、海岸利用者や周辺住民、港湾関係労働者等が早急に高い位置
に避難できるよう、緊急避難場所としての活用についての検討を行っています。

従来は「壊れたら直す」という事後対応型維持管理を実施

効
用
・性
能

標準的供用限界

供用期間

施設の長寿命化
予防保全型維持管理へ転換

更新工事

（コスト小）

当初のライフサイクル（設計供用期間）

抜本的な

更新工事

（コスト大）
維持管理計画に基づく適確な維持管理の推進。（特に将来に
おいても確実な機能確保が必要な施設については重点的に
維持管理を実施。）

あわせて更新・修繕費の縮減・平準化を図るため、予防保全
の考え方に立った維持管理を推進。
・

・

○「港湾における液状化相談窓口」を設置し、港湾施設の適切な維持管理を促進しています。

･港湾施設を有する民間企業
･港湾管理者等

・新たな液状化予測、判定法の解説 ・簡易耐震診断システムの紹介 など

中部地方整備局 名古屋港湾空港技術調査事務所
TEL：052‐612‐9984      FAX：052‐612‐9477

受付時間：9:30～12:00,  13:00～17:00（土･日･祝祭日を除く）
液状化対策に関する技術的支援の内容

対象 相談窓口

○港湾施設の更新・修繕費の縮減・平準化を図るため、予防保全型維持管理を推進しています。

６

相談事例

・チャート式耐震システムの貸し出し ・液状化の影響度、判定方法、検討の方法、ポイントについての相談 など

富双水路

臨海橋

霞ヶ浦北ふ頭
コンテナターミナル

朝明川

高松干潟

中部電力
川越火力発電所

新田水路

川越緑地

国道２３号
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緊急避難施設（イメージ）



中部の港湾における地震・津波対策の検討体制

○東日本大震災後に、中部の港湾の地震津波対策を早急に見直すべく、平成23年9月より伊勢湾の主要港湾
において 「地震・津波対策検討会議」を設置し、地震・津波対策の具体化の推進を行っています。

○駿河湾においても、静岡県が平成23年4月より「静岡県津波対策検討会議」を設置し、検討を進めています。
○伊勢湾・駿河湾といった湾域での連携、港湾相互間の連携及び広域的課題などに関する情報共有及び意見
交換を行うため、平成23年11月より「中部の港湾における地震津波対策の懇談会」を設置しています。

中部の港湾における地震・津波対策の検討体制（平成25年11月時点）

H25.3.26 第４回中部の港湾における地震・津波対策に関する懇談会

国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部 港湾計画課
〒460‐8517 名古屋市中区丸の内二丁目1番36号NUP・フジサワ丸の内ビル4階 TEL  052‐209‐6322

中部地方整備局のホームページから会議資料がご覧頂けます。 http://www.pa.cbr.mlit.go.jp/taisaku/index.html７

（
中
部
圏
地
震
防
災
基
本
戦
略
策
定
）

東
海
・
東
南
海
・
南
海
地
震
対
策
中
部
圏
戦
略
会
議

中部の港湾における地震・津波対策に関する懇談会
＜中部管内の主要港湾＞

第1回 H23.11～

※１ 部門毎の検討

※１

各港における地震・津波対策検討会議
＜名古屋港、三河港、衣浦港、四日市港、津松阪港＞

第1回 H23.9～

基
本
方
針
の
取
り
ま
と
め

（平
成
２
４
年
度
末
）

協
調

防災拠点のネットワーク形成に向けた検討会
＜三の丸地区（名古屋市）、静岡県庁、名古屋港、県営名古屋空港、富士山静岡空港＞

第1回 H24.5～

中部地方幹線道路協議会

第1回 H23.8 ～

･早期復旧支援ルート確保手順（中部版 くしの歯作戦）を策定 （H24.3）

各港における港湾機能継続計画 作業部会
＜名古屋港、三河港、衣浦港、四日市港、津松阪港＞

第1回 H24.11~

静岡県津波対策検討会議
＜県内港湾を含む全体会議＞

第１回 H23.4～

「駿河湾港アクションプラン」
推進計画検討委員会

（防災・危機管理部門で検討）
H24.9～

港湾機能継続計画（港湾ＢＣＰ）と港間連携の検討

防災拠点の形成に関する検討

名古屋港における中部圏広域防災ネットワーク 検討委員会
第1回 H25.9~
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伊勢湾港湾機能継続計画検討会議
第1回 H25.11~


